
【事業の分類】 関連するSDGｓの目標

3

1

1

【事業の内容】

3111

3112

3113

3114

3115

みんなの命と暮らしを守るまちづくり 311

政策 その他の特色 コストの方向性

基本目標 重点課題プロジェクト 施策コード

災害対策 コスト維持

施　策 事業種 継・新 公共施設等総合管理計画 骨格・肉付け

地域の防災力の強化 ソフト 新規

事業名 防災協力事業所等登録事業 担当部課 総務部 危機管理課

事業内容

　災害発生時における、民間事業所及びその他団体からの人的・物的支援は、
被害軽減や避難生活の早期安定に大きく寄与することから、災害発生時に限ら
ず、平時から本市の防災に関する取り組みに積極的にご協力いただける事業
所等に、防災協力事業所等の認定の証として、ステッカー及びデザインデータ
を交付する。
　なお、ステッカーデザインの作成及び登録受付等については、外部委託す
る。

進捗状況
・

現状

　災害協定締結団体において、市民などの対外
的に広報できるものがない。
　
災害協定締結団体：59団体

事業期間 令和４年度 会計種類 一般会計

事業目的

　本市の防災に関する取り組みに積極的にご協力いただける民間事
業所等に対して、防災協力事業所等の認定（ステッカー）を見える化
し、市民に周知することで、登録事業者等と地域のつながりが強化さ
れ、「共助」の推進が期待でき、地域の防災力の強化につながる。

事業主体 糸島市

実施方法 全面委託

総事業費 3,600 千円
（うち市予算化分）

千円

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 千円

款 項 目

3,600

9 1 5
千円

【担当課による評価】

◆活動指標

指標 現状値
当該年度
目標値 最終目標値

地域で活躍する防災士の数 50人 137人 326人

防災協定事業所等登録数 0 300 300

◆成果指標  

指標 基準値（R1) 当該年度目標値 目標値（R7)

◆事業の必要性など

事業の必要性 ②必要な事業であり、ぜひ実施したい。

行政関与の妥当性 ②内容的に行政が行うべき事業である。

事業の効率性
（費用対効果）

②費用はかかるが、それ以上の効果が期待できる。

緊急性 ④将来的にも問題はないが、今行うことで市民生活の向上に繋がる

市民ニーズ ②やや高い

緊急性

妥当性必要性

効率性
市民ニーズ

緊急

行政関
必要性

効率性

0

1

2

3

4
市民ニーズ

緊急性

妥当性必要性

効率性

- - - - -
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【事業費】 防災協力事業所等登録事業

※二段書きのうち（ ）は市の予算を通らない事業費を表す。 （単位：千円）

令和４年度 令和５年度 令和６年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源（a）
3,600 3,600

事業費（A）
3,600 3,600

主な事業費内訳
業務委託（ステッカー
作成、登録受付業務）

従事職員数(人) 0.1 平均人件費

総コスト（A＋B） 4,470
総コスト
計

4,470

8,700

人件費（B） 870
人件費割合

(%)
19.5

財源の
種類

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等 補助率等
（地方債は交付税措置率）

国庫支出金

（a＋b）

地
方
債

実
質
負
担

交付税措置額 -

一般財源充当額（b）

年　　度 積算基礎 合計

県支出金

地方債 （充当率    ％）

令和６年度 千円

担当部長による
総合評価

　災害協定等を既に締結している事業所等において、本市の防災に関する取り組みへの協力を市
民に対し広報することで、企業イメージの向上にもつながる。また、地域の登録事業所等が増えるこ
とで、地域で助け合う「共助」を推進することができ、地域の防災力の強化につながる事業である。

令和４年度 業務委託　一式（ステッカー作成、登録受付業務） 3,600 千円

令和５年度 千円

その他
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【事業の分類】 関連するSDGｓの目標

3

1

2

【事業の内容】

3121

3122

3123

3124

3125

みんなの命と暮らしを守るまちづくり 312

政策 その他の特色 コストの方向性

基本目標 重点課題プロジェクト 施策コード

災害対策 コスト増大

施　策 事業種 継・新 公共施設等総合管理計画 骨格・肉付け

防災・減災基盤の整備 ハード 新規

事業名 防災行政無線屋外拡声子局移設事業 担当部課 総務部 危機管理課

事業内容

　防災行政無線屋外拡声子局の松原子局（吉井下）と実田子局（松国）につい
て、現在私有地に設置している。
　今回、地権者より土地利用の形態変更を理由に、既設子局を私有地外に移
設することの要望がなされたため、公有地への移設工事を実施する。 進捗状況

・
現状

　平成２５年度に行った二丈地区の防災行政無
線のデジタルへの移行時に、松原子局は地元所
有地（名義は個人共有）、実田子局は個人私有
地に設置。

防災行政無線屋外拡声子局数
　前原地区（83ヶ所）、志摩地区（62ヶ所）、二丈
地区（48ヶ所）

事業期間 令和４年度 会計種類 一般会計

事業目的
私有地に設置されている防災行政無線屋外拡声子局を公
有地へ移設することにより、継続的に防災基盤（情報伝達）を
維持する。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

総事業費 14,300 千円
（うち市予算化分）

千円

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 千円

款 項 目

14,300

9 1 3
千円

【担当課による評価】

◆活動指標

指標 現状値
当該年度
目標値 最終目標値

情報収集・情報伝達手段の導入・維持 7媒体 8媒体 9媒体

屋外拡声支局の移設 0 2 2

◆成果指標  

指標 基準値（R1) 当該年度目標値 目標値（R7)

◆事業の必要性など

事業の必要性 ④必要性はあまり感じていないが、特殊な事情がある。

行政関与の妥当性 ①行政にしかできない事業である。

事業の効率性
（費用対効果）

④費用に見合う効果はあまり期待できない。

緊急性 ①市民生活に支障が出ており、すぐに行うべき。

市民ニーズ ①非常に高い

緊急性

妥当性必要性

効率性
市民ニーズ

緊急

行政関
必要性

効率性

0

1

2

3

4
市民ニーズ

緊急性

妥当性必要性

効率性

- - - -
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【事業費】 防災行政無線屋外拡声子局移設事業

※二段書きのうち（ ）は市の予算を通らない事業費を表す。 （単位：千円）

令和４年度 令和５年度 令和６年度 合計

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源（a）
14,300 14,300

事業費（A）
14,300 14,300

主な事業費内訳 移設工事

従事職員数(人) 0.2 平均人件費

総コスト（A＋B） 16,040
総コスト
計

16,040

8,700

人件費（B） 1,740
人件費割合

(%)
10.8

財源の
種類

特定財源の名称
（使途が定められた財源）

根拠法令等 補助率等
（地方債は交付税措置率）

国庫支出金

（a＋b）

地
方
債

実
質
負
担

交付税措置額 -

一般財源充当額（b）

年　　度 積算基礎 合計

県支出金

地方債 （充当率    ％）

令和６年度 千円

担当部長による
総合評価

地権者の生活に支障を及ぼしている状況であるので早急に対応すべき事業である。

令和４年度 屋外拡声子局移設工事　２箇所 14,300 千円

令和５年度 千円

その他
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